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【所感・考察】

今回の研修においては、感染症についての基本的な知識や対処方法について確認することが出来たとともに、現在大流行している新型インフルエンザに関しての現場での対応方法などについて知識を得ることが出来た。今回の研修に参加することによって現在法人でとっている対応が、まだまだ十分ではないことを感じたし、新型インフルエンザの病態をはじめとして感染が発生することによって現場での対応や問題点、そして今後どういった対応をしていくことが必要なのかについてのポイントを学ぶことが出来たといえる。具体的な対策のあり方についての法人としての対策・対応については、大きな枠組みとしては検討し、現場での対応実践は出来ているが、タイムリーで状況に応じたものになっていないことを、現状の新型インフルエンザの流行が差し迫ってきている状況の中で、感じていることから、早急に対策の見直し・追加を行っていき、現場対応ができるものにしていくことが重要であるといえる。

また今回の研修報告が遅れてしまったことは、自分自身の中で、研修を受けた当時は差し迫った問題としての意識が低かったことが一番の原因であるように思う。

更に今回の研修の中では、新型インフルエンザ以外のウイルス性疾患が医療現場にもたらしている問題ということについて学ぶことが出来たことより、各プログラムの考察でも行ったように、感染リスクを考えた法人としての対応策（入職者や入院患者などに対しての）を具体的に検討していくことの必要性も感じたことより、提案・取り組みを行っていきたい。

【研修内容】

１日目（8/29）

　○ 特別講演１「継続的な改善につながる感染予防の質評価とは？」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　聖路加国際病院　坂本先生
　　・感染対策は、感染制御（infection control）から感染予防（infection prevention）の時代へ

となってきていて、発生率を可能な限り０パーセントへしていく取り組みが大切。

　　・感染予防の質…その時代の専門的な知見に合致している度合（いかに根拠があるか?）が質を大きく左右する。

　　・感染予防を含む医療の質の三つの側面

　　　① 構造（ストラクチャー）～手洗い方法、専門員の配置、チーム、委員会、講習会

　　　② 過程（プロセス）～有効な予防策を実施しているか?

　　　③ 成果（アウトカム）～患者に与えたもの

　　・医療の質（感染予防の質）の第三者評価→医療機能評価機構

　　　　→Ver.6になって大分プロセス、アウトカムに視点を持った審査項目となってきているが、

まだまだストラクチャーに重点を置いた評価視点がみられている。

（プロセスの重視）

　　　　・クオリティインディケター（QI）→メタ分析、システマチックレビューなど

　　　　・ケアバンドル…感染予防として発生率を可能な限り０パーセントに近づけていくためにも一つの手段のみだけではなく、いくつかの手段を組み合わせて実施していく方法。

　　　　　　→トレーニング、バンドル実施、標準カートの準備、チェックシートの使用など

　　・患者への情報提供…患者は病院を選ぶための指標を求めているが、今の日本においてはその情報が乏しい現状がある。

　　　　↓

聖路加病院におけるクオリティインディケターの試み

　　・日本のプロセス評価の課題

→個々の病院に公表やクオリティインディケターの選択が任されている。国内に統一された

ベンチマークデータがない。

（アウトカムの評価）

　　・感染はどの程度で防げたか?

　　・サーベイランスの実施…件数チェックだけでは終わってはいけない。

　　　↓

大切なのは、減らすための努力をどれだけ行い、そのための実績があるかである。

つまりアウトカム改善に直結するプロセスの実施・評価やサーベイランスによるアウトカム評価が重要となってくる。

【考察】

　　　現在当法人においても毎月感染状況のサーベイランスを実施しているが、今回の講義にあったように、ただ件数チェックに終始している傾向があり、また感染傾向を把握するレベルに留まってしまっている状況にある。これまで自分たちがとってきているデータを基として、そこから改善に向けた方策を検討していくことが大切ということを感じた。そのためにも感染が発生している現場の状況やそこに日々スタッフがどのように関わっているのか？関わりにおける問題点はどこにあるのか？など、そのプロセスの検討を今後の委員会を通じて展開し、少しずつであっても“発生率を可能な限り０パーセントへしていく取り組みをしていかなければならない。

　○ 特別講演2　「新型インフルエンザ患者診療の実際」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高根病院　菅野 治重先生

　　・日本で初めて新型インフルエンザ患者の診療を行った医師である。

　　・新型インフルエンザ（豚インフルエンザ）

　　　　→4/26に日本で初めて認識された新しい疾患ではあるが、アメリカでは毎年数例の報告がされていた疾患である。

〔ケース１〕

・4/28メキシコ旅行者の日本人２名の初めての受け入れ（消化器症状が主）。

・5/7７名の疑いの患者のうち３名を受け入れ診察

　　　　→検査数値上の大きな問題はみられていない（通常の季節性のインフルエンザであれば、CPKが上昇するが、どのケースにおいてもその上昇は見られなかった。）

＜ケースのまとめ＞

　　　　・いずれも軽症のケースであった。

　　　　・季節性インフルエンザとの鑑別がなかなか難しい。

　　　　・PCR検査が陰性であった。

　　　　・タミフルが有効。

　　　　・スタッフの防御としては、PPE中心であり、タミフルの予防投与は実施しない。

〔ケース２〕

　　　・成田空港の売店スタッフ２名…空港という環境は感染症の拡大リスクがとても高い。

　　　　　→ケースによってPCR検査で必ずしも陽性反応を示すとは限らない状況がある。

　　　・このケースでは、タミフル５日間投与し、発症１～２日目で解熱し、入院期間としては８日間。

　　・新型インフルエンザの痰検査の特徴

　　　　→香港型とは異なり、繊維質が非常に多くみられる…呼吸器症状の重篤化？

　　・病院での新型インフルエンザ対応体制

→医師２名、看護師６名（外来２名、病棟４名）

　　・気道感染→いかに蔓延させないかが大きなポイント

（発熱外来の必要条件）

　　　　　　① 換気　　　　② 日光　　　③ 待機場所の確保

　　　　↓

この条件からいえることは、東京都などがとっていたテントによる発熱診療体制は、とてもリスクが高い診療環境といえる。

　　・診療の原則について

　　　　→他の患者との接触を避けるように、車の中での検査とともにスタッフはN95ならびに手袋の着用し、通常の外来診察時間外に来院してもらう体制とした。


外国の新型インフルエンザ感染状況

　　　・感染の約55%がアメリカであり、死亡者の80%以上がアメリカである。

　　　　→アルゼンチン、ブラジル、エクアドルでの死亡率がとても高い状況にある。

　　

世界の死亡率…１％（日本の死亡率は世界に比べると低い状況）


現在日本では流行の第二段階にあり、これから秋にかけて大流行となっていく可能性が高い。

・WHO…タミフルの積極的な使用を奨励している。

（適応基準）

· 重篤化のケース。

· 比較的元気な人については対象外。

· 重症例については早期に投与する。

（今後に向けての課題）

1． 施設の充実…発熱外来は外に設置することが原則（陰圧室が設置できるのであれば尚よい）

2． 空港はリスクが非常に高い…国立の停留施設の設置が必要。

3． 検査体制の整備…遺伝子検査が迅速に出来る体制作り。

4． ワクチンの製造システムの整備。

【考察】

　　　新型インフルエンザについては、症例件数が増えてくる中にあって、今まで病態を初めとして症状や治療方法、そしてその効果が徐々に明らかになるにつれて、対応方法についても刻一刻とより適切と考えられるものになってきている状況にあり、常にリアルな情報を収集し、それに基づいた対策・対応を検討していくことが大切なことと感じた。

○ 教育講演１ 「感染症対策におけるワクチンの重要性」

国立感染症研究所　感染症情報センター　多屋先生

　・ウイルス性疾患（麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺炎、インフルエンザなど）

　　→ワクチンによる予防接種が可能

（予防接種の種類）

1 定期接種（法定）

2 定期外（法定外）

　・最近若い人達を中心に麻疹・百日咳の良好が問題化している。

　　…一昨年麻疹が大流行（10歳以上に感染しやすい→１回しか接種していないケースがある？）

　　↓

麻疹…昨年度から風疹とともに中１、高３相当年齢への２回接種が法定化される。

　・医療従事者→感染リスクが高い状況にある。（更に発症することによる周囲への影響が大きい）

　・「院内感染対策としてのワクチンガイドライン」

→B型肝炎ウイルス、麻疹・風疹・流行性耳下腺炎・水痘、そしてインフルエンザワクチンについての接種基準。

（ポイント）

　　　　① 免疫を持って

　　　　② 2回接種

　　　　③ 記録は、自分と医療機関それぞれで保管する。

【考察】

　　　この講演においては、麻疹、風疹などのワクチン接種が一時問題となったことより、その接種率の低下がもたらしている問題や今後の対策のあり方についての講演内容であった。こういった内容は、当法人においても他人事ではなく、職員採用などにおいても面接時における確認事項として検討をしていく必要がある内容であると感じた。

○ アウトブレイクシミュレーションセミナー

問題となっている感染症の具体的な施設内対策　ICPの取り組み

～　麻疹・水痘などウイルス感染症の職業感染と施設内拡大対応～

（演者）

１．感染予防のためのワクチン、グロブリン、内服薬の概要

小野寺直人（岩手医科大学付属病院）

· 発表内容としては、麻疹・水痘など、ウイルス感染症の概要とそれぞれの検査方法や考え方についての話があった。

· そして麻疹・風疹については、それぞれの特徴的な症状の説明と全国の接種率の状況の報告がされていた。

· また水痘症に関しては、現在30%の接種状況と、とても低く、発症率が高くなっているとのことであった。

· 風疹については、その検査方法や流行の仕方などについて説明をしていた。

２．ウイルス感染症の検査と予防投与の考え方

多屋馨子（国立感染症研究所　感染症情報センター）

　・ウイルス感染拡大予防のためのワクチン・グロブリン内服薬の概要説明がある。

　　↓

1 暴露後の緊急ワクチン接種

　　　　　・麻疹…72時間以内

　　　　　・水痘…72時間以内

　　　　　・風疹及びムンプス…発症予防効果は不明

2 麻疹・水痘ワクチンの概要

3 暴露後の緊急免疫グロブリン投与について

　　　　　・麻疹…６日以内に筋肉注射を実施する。

　　　　　・水痘…４日以内に静脈内注射を実施する。

　　　　　・風疹及びムンプス…不明

4 水痘発症予防としての内服薬

　　　・アシクロビル、バラシクロビルなど

３．医療機関における職業感染制御の実際．

高橋正美　（東北大学病院　感染管理室）

　・小児ウイルス感染症ワクチンプログラム導入

　　→院内の清掃委託業者の感染問題があったことから検討がされた。

（対象の設定、費用、開始時期、採用する採取方法など）

　　↓

　　H14～H15にワクチンプログラム開始

　・勤務する職員は必ず抗体をつけていることが採用条件として検討がされた。

　・また新しい採用者は、自己負担でワクチン接種を行う。

（課題）

1 データ管理をどうのようにしていくか？

2 接種率が低い…職員の意識が低い状況の改善をどう図っていくか？

3 フォローアップ体制をどう組むか？

4 大学との連携をどう組んでいくか？

４．地域における職業感染制御の課題

国島広之（東北大学大学院　感染制御・検査診断学）

　　　・地域における医療施設としては、まず診療所においてどう対応していくかがとても重要。

　　　　→小児ウイルス感染症のリスクが高い状況にある。

　　　・感染対策における物的リソース

　　　　…中小の医療機関では感染対策費用（ワクチン対応に必要な費用など）の負担は大きい。

　　　・東北大学のワクチンプログラムについて

　　　・医療系教育機関への啓発は大切とともに、市中における感染制御も重要。

　　　　→リスク評価、委託業者やボランティア、研修生への対応など

【考察】

　　　このセミナーにおいてもこの前の講演と内容的に同様のものであるが、ある意味ポピュラーとなってしまっているがゆえに、逆にそのリスクの大きさが意識の中で薄れてしまっていることによる、現在の医療機関等における問題を中心に、今後どのような取り組みを行っていくことが必要なのかが話し合われた内容のものであった。当法人においては、小児科病院・病棟などに現在生じている問題やリスク状況といったものは、さほど感じられない…といった意識でいたが、職員の採用をはじめとして入院患者についても、そのような情報を入職時や入院時などに確認するようにしていく体制の見直し・検討が必要となってきているといえる。

２日目（8/30）

○ 感染制御ベーシックレクチャー「インフルエンザ」

　　①インフルエンザとは　山田充啓（東北大学大学院　感染制御・検査診断学）

　・イタリア語で…影響

　・感染症とは…微生物が人に侵入し、増殖し、悪さをする（伝播する）。

　・代表的な微生物…真菌・細菌・ウイルス

　・ウイルス→宿主が必要

　・インフルエンザ→脂肪に富んだ細胞膜を持っていることからアルコールで対応できる。

（種類）・A、B、Cの３種類に分類できる。

　　　　→A型に関しては、人以外に鳥・豚にも感染する。もともとは水鳥が感染宿主であったが、それからいろいろな亜型に分かれていった。

　・インフルエンザの体内での増殖プロセス…ウイルス内にある“イラミニターゼ”

　　→イラミニターゼが出来ないとウイルスの分離増殖は生じない。これを阻害する薬としてタミフルがある。

　・インフルエンザの変異…不連続な抗原変異

　　→なぜ生じるかは解明されていないが、仮説として…ハイブリットインフルエンザ

　・インフルエンザの臨床症状としては、細菌性肺炎の合併が怖い

　　↓

　・インフルエンザの治療…タミフル・リレンザ（放出阻害）やシンメトリル（脱殻阻害）の他に抗菌薬の投与や肺炎球菌のワクチン投与は二次合併予防のため重要。

　・インフルエンザパンデミックとは…？

　　→20世紀に３回あった（1918 スペイン風邪、1957 アジア風邪　1968 香港風邪）

　　↓

　　新型インフルエンザの出現：(鳥 + 豚 + 香港) + ユーラシア大陸で流行していた豚インフル

②新型インフルエンザ（H1N1）の臨床象  高山陽子（東北大学大学院　感染制御・検査診断学）

　　（これまでの経緯）

　　　・３月中旬にメキシコで確認され、４月以降急増拡大してくる。

　　　　…4/30 フェーズ４、５月後半 フェーズ５、６月上旬 フェーズ６　パンデミック宣言

　　　・８月上旬…感染者数18万人（死者1’799人）

　　　・国内においては、国内発生早期といわれているが、感染拡大期に入ってきているともいえる。

（臨床症状とその背景）

· 感染者全体の６割が小児。

· 初期症状としては、発熱・咳・咽頭痛・消火器症状。

· ウイルス増殖は、肺より下部の組織で増殖する。

· ブラジルの死者が一番多い（557人）…１割以上が妊婦。

· 潜伏期間としては、１～４日間の可能性（中央値：1,4日）。

· 若年の感染多く、高齢者は少ない。

· 病原性は中等度（死亡率0.5%）…スペイン風邪ほどではないが、季節性より高い。

· 感染率は、季節性インフルエンザより高い状況。

· 治療として、タミフルやリレンザの効果がある。

· 基礎疾患を有している人や妊婦で、重症・死亡例が見られる。

· 重症化について…ウイルスの変異への留意が必要で、中国で確認されている。

· 死亡例については、現在７例あるが、いずれも基礎疾患を有するケース。

· 迅速キットによる感度が低い（季節性に比べ六割程度）

（まとめ）

· コミュニティに広がってきている。

· 爆発的に増加の可能性が高い。

· 重症例が増加（抗菌薬の投与が有効的ではないか…？）

· タミフルやリレンザの効果がある

· 第２波の発生に備えた医療体制の整備が必要

　　　　　→外来診療体制、入院体制、役割分担、職員感染防止等

③インフルエンザの対策と予防　　西巻雄司（東北大学大学院　感染制御・検査診断学）

　・感染予防…感染経路のブロックが有効（元・経路・宿主の力を弱らせる）

　　　・感染対策

　　　　①標準予防策（スタンダードプリコーション）

　　　　　…素手で触らず、手袋をする。また手袋をはずした後も手袋をする。

＜衛生的手洗いの使い分け＞

　　　　　　・抗菌石鹸＋流水…目に見える汚れがある時

　　　　　　・アルコール

　　　　②感染経路の遮断

　　　　　・接触→手袋、手洗い

　　　　　・飛沫→マスクの着用（咳エチケット）

　　　　　・空気→N95

　　　・新型インフルエンザ予防対策

（ポイント）

　　　　　・手指衛生

　　　　　・マスク…外来ではサージカルマスク着用（ハイリスクのときはN95）、その他は不要。

　　　　　・医療施設の換気…１時間に12回程度が理想。

　　　　（罹患時の対応）

　　　　　・自分が罹ったときは、７日間自宅待機（７日＋２日）

　　　　　・家族がなったら、原則としてマスク着用し出勤。タミフルの予防投与はしない。

　　　　　・教育機関の対応…アメリカ ミシシッピー州→休校は勧めない？

　　　・季節性インフルエンザワクチンについて→接種率は、20～30%

　　　・新型インフルエンザの重症化リスク群について→重症化しやすい群がある。

　　　・新型インフルエンザワクチンの接種について

（対象者）重篤化、医療従事者、集団感染のリスクが高い

　　　　　→医療従事者・妊婦・６歳未満の子供・基礎疾患（1800万人）

　　　　＊アメリカ…目的：流行拡大、個人的感染予防、重症化予防

　　　・治療…抗インフルエンザ薬の内服

　　　　　→重症化リスク群については、早期に積極的に治療する。

　　　　　→重症化兆候を見落とさないことが重要

　　　　　　～息切れ、呼吸困難、顔色不良、胸痛、３日以上の発熱、精神症状

　　　　　→予防投与について：60%程度の一定の効果がある。

　　　　　　～２メートル以内の接近と一定時間内の接触。対象としては、重症化リスクの高い人、医療従事者、集団感染リスクの高い例。

　　　・新薬について…現在３種類の開発がされている。

　　　　　　→CD-8958、ぺラミビル（注射）、T-705

＜まとめ＞

　　・多くのフィルターをかけることが大切。

　　　　→咳エチケット・マスク・手洗い・消毒・ワクチン

　　・市中感染…医療施設でも必ず起きる。

【考察】

　　　この講演では、インフルエンザについての基本的な知識をはじめとして新型インフルエンザの臨床像や対策・予防方法などについて再確認することが出来た。また新型インフルエンザといっても、他の感染症と同様にスタンダードプリコーションを徹底することが、やはり何よりも感染予防・拡大防止になるということであるように感じた。ただこれまでにない新たな疾患ということや重症化するケースがあることなどから、その治療ならびに対策については、きちんと理解するとともに必要以上に恐れることなく、現場での冷静な対応が必要であると思う。

　○ 病院・介護施設管理者 感染症マネジメントセミナー

具芳明（国立感染症研究所　感染情報センター　実地疫学専門家養成コース）

1． 疫学的な状況

　　・始まりの始まり…2009.３月～４月上旬メキシコでインフルエンザ様疾患のアウトブレイク

その後、徐々に世界各国へ拡大し、6/11にはWHOはフェーズ６（パンデ

ミック）宣言を出す。

　　・過去のインフルエンザ流行

1918  スペイン風邪（H1N1）

1957  アジア風邪（H2N2）

1968  香港風邪（H3N2）

1977  ソ連風邪（H1N1）

　　・インフルエンザ流行曲線

　　　→毎年の季節性インフルエンザのピークは30～40週にあるが、今回のケースでは、13週の時点で流行を示す数値を既に大きく超えている状況。

　　　　↓

本格的な流行はまだこれからだといえるし、今症状のあるケースは殆ど新型と考えていい。

2． 臨床症状

　　・インフルエンザ罹患年齢群

　　　→10代までが全体の3/4を占めている。60歳以上は1.8%。また季節性インフルエンザでは10歳未満が全体の半数以上を占めており、60歳以上は1.7%となっている。

　　　　↓

よって新型が特に高齢者で少ない…という訳でもないといえる。

　　・臨床症状としては、季節性のものとほぼ同様。

　　　　→高熱、咳、咽頭通、鼻汁・鼻閉、全身倦怠感、関節痛など

　　・重症例の病態…初期治療の遅れが多い。

1 基礎疾患を保有している。

2 ウイルス性肺炎、ARDSをきたすパターン。

3 腎不全をきたし体外循環を要するケース。

4 脳症、けいれん発作の報告数↑

　　・致死率 0.6%（7/16時点）…季節性インフルエンザより高い状況

　　　　→53%で基礎疾患を有している。

　　・新型インフルエンザの診断…迅速キットには限界がある（感度40～69%？）。

　　　　→最終的には、疫学情報と臨床症状での診断が基本となる。

　　・抗ウイルス薬による治療

　　　　…タミフル、リレンザ、シンメトリル

（出来ること）

1 症状の軽減、回復の時期を早める。

2 重篤な合併症の軽減。

3 発症後48時間以内の投与が有効的。

　　　→抗ウイルス薬の予防投与について

（有効性）家族の場合は、58.5%のリスク軽減

（CDCの推奨）

　　　　　　・濃厚接触したインフルエンザ合併症のハイリスク者

　　　　　　・医療従事者でPPEを用いずに濃厚接触による暴露があったケース

　　　　　↓

（日本の現状）患者の希望、家族状況、職業に合わせて…？

3． 感染経路と感染対策

　　（感染経路）咳、くしゃみによる飛沫がメイン

　　　　→せきやくしゃみに伴う“しぶき”による感染（１mいないの距離であればリスク大）

　　（感染性のある期間）発症の１日前～発症後３日－７日

　　　　　　　→小児や免疫不全者であれば、この期間は更に短縮？

　　　　　　　→発熱している間が特にウイルスの排出が多い？

（潜伏期間）２日から４日

（飛沫感染の防止）

　　　・しぶきさえ止めてしまえば、感染の可能性は下がる

　　　　→せきエチケット、マスクの着用（有症状者のケアでは意味が大きい）

　　　・標準予防策（手袋・ガウン・マスク・流水での手洗い）の徹底

（医療機関における新型インフルエンザ感染対策）

　　　　①すべての医療機関において、すべての来訪者に対してインフルエンザ様症状を指標としたスクリーニングを行う。

　　　　②インフルエンザ様症状を呈している患者とそうでない患者を別の領域に誘導する。

　　　　③これらの業務に従事するスタッフは、常時サージカルマスクを着用する。

　　　　④検体採取時は、周囲から離れるとともに、ゴーグル・フェイスシールド・手袋を着用する。

　　　　⑤入院病室は個室。

　　　　⑥ケアに当たるスタッフは、サージカルマスク着用とともに、手指衛星の励行に努める。

　　　　⑦気管挿管、気管支鏡等を行う場合は、個室で実施し、N95マスク・眼の防護・手袋着用。

　　　　⑧標準予防策（手袋・ガウン・マスク・流水での手洗い）の徹底

（日常のスクリーニング）→非常に重要

◎職員

①発熱や呼吸器症状の有無を確認する。

②症状があれば申し出やすい職場環境が大切。

③休めるような配慮が必要。

　　　◎入院患者・入所者

　・新たに出現した呼吸器症状や説明のつかない発熱がないか確認する。

◎病室、居室への訪問・見舞い者

　・発熱や呼吸器症状の有無を確認する。

　・サージカルマスク着用の検討。

（暴露・発症した職員対応）

　　　・暴露のケース…防御なく濃厚接触した場合は予防内服の適応

　　　　　　→施設の性格や職員数などを勘案して対応を決めておく必要がある。また予防内服が必要な時やそうでない時、費用負担、予防内服中の出勤について、健康観察の方法、症状が出た時の対応など

　　　・発症したケース

　　　　　　→医学的な適応に合わせて治療を行い、勤務自粛と自宅待機とする。

　　　　　　→自宅待機する機関や取り扱いについて決めておく…復帰に当たっては、マスク・手洗いの徹底が必要。

（暴露した患者・入所者対応）

　　　・予防投与について

　　　　　　→ハイリスク者については、積極的に予防投与を実施する。

　　　　　　→その他予防内服中に過ごす部屋や行動制限の程度、費用負担について検討しておく。

　　　・その他として…発症ピーク時の薬の処方はどうするか？

　　　　　　　　　　→来院する必要がないように安定しているケースには長期処方を検討する。

4． パンデミック対応の基本戦略と目標

· 医薬品による対策…ワクチン、抗ウイルス薬

· 医薬品以外による対策…公衆衛生上の対策（外出自粛・集会制限）、個人防衛（咳エチケット）

【考察】

この講演においては、新型インフルエンザ対策について、より具体的にどういった対策を進めていく必要があるのかについて話を講師の方はしていた。当法人においても感染防御ならびに感染拡大対策については、とりあえず立てて現場で行っているものの、今回の講演を聞き、対策として不十分な点（暴露・発症した職員ならびに患者対応など）があると感じた。それはやはり自分自身の中での考え方の甘さや実感としてないことから危機意識が不十分なことによるものといえる。現在当法人においても職員をはじめとして職員家族の発症報告が次々とされてきている状況にあり、いつ法人内・院内感染を引き起こしてもおかしくない状況にあり、その具体的な対策について、更につめていく必要があると感じた。

　○教育セミナー２（ランチョンセミナー）

タミフル・リレンザに続く新規インフルエンザ治療薬開発の動向

　　　　　　　　渡辺　彰（東北大学加齢医学研究所　抗感染症薬開発研究部門）

　・インフルエンザによる死亡は殆どが細菌性の肺炎による呼吸障害が原因となっている。

　　→インフルエンザ流行時に発症する肺炎原因となっている。

・肺炎球菌…最近耐性が出てきており、ここの取り組み・解決をどうしていくかが課題。

　・新型インフルエンザでは、今後２波３波がある。

　　→日本の１波は、９月上旬～10月上旬？

　・死亡率については、各国の経済状況や医療水準を反映する。

　・新薬の開発について…現在T-705、RWJ-279.201、CS-895の三種類の開発をしている。
	薬品名
	製薬会社
	特徴

	T-705
	富山化学
	経口投与、治療開始が遅れても効果が期待できる。

	RWJ-279.20
	シオノギ
	・鳥インフル、豚インフルに効果が期待できる。

・点滴静注で１回の投与で効果が期待できる。

・解熱が早いのが特徴。

	CS-895
	第一三共
	・吸入単回投与→感染予防に有効？

・H5N1に有効だが、今回の豚インフルにはもっとも有効とされる。


【考察】

今後新型インフルエンザの流行が２波３波があると予測される中にあって、従前のインフルエンザの治療薬以外に新たな薬が開発されつつあるという情報は、とても興味深いものであったし、はやく実用できるものなって欲しいと思う。

　○ 緊急シンポジウム

「新型インフルエンザパンデミックにいかに対応すべきか」

（基調講演）

１．新型インフルエンザへの初期対応～検疫・国としての取り組み～

古閑比斗志（厚生労働省　横浜検疫所　検疫衛生課長）

　・国民の生命を守るための行動制限→国民の命を守るために最優先とされる。

　・日本の国民性…清潔好き、毎日入浴する、熱しやすく冷めやすい…？、見ると同じ事をする。

　・豚インフルエンザ→アメリカ風邪

　　　→これまでの対応としては、経済的ダメージを危惧し（WHOやCDCとも）制限がゆるかったといえる。

　・発症確認から国と横浜検疫所の取り組みの経緯報告がある。

　　　　→特別講演2　「新型インフルエンザ患者診療の実際」（高根病院　菅野 治重先生）の講義内容とほぼ同様。

２．神戸市立医療センター中央市民病院での対応の実際

春田恒和（神戸市立医療センター中央市民病院小児科・感染症科部長）

　・新型インフルエンザへの対応の経緯（国内発生から5/19まで）

　　…5/18より帰宅を開始し、自宅待機とする。

　　…外来受診者5/17に58人と最大となる（新型46名、A型53名）

　・診療にあたって準備していたもの

　　①マニュアル…対策本部の立ち上げ、プレハブの設置、専用病棟、マンパワーの確保など

　　②勉強会（地域・医療施設別）

　　③ICTを感染管理室を立ち上げる。

　・現場から積極的に行ったこと

　　①隔離から自宅へ

　　②空気感染から飛沫対策へ

　　③発熱外来受診を濃厚接触者へ限定

（今後の課題）…ポイントとして「重症化」をどうしていか？

　　①第２波への対応

　　②患者の増加・ハイリスク者への対応

　　③ワクチン導入

　　④薬の備蓄

　　⑤検査キットの開発…不要？

　　　発熱外来のあり方…不要？

　　⑦他の亜型の出現への対策

（まとめ）

　　・問題点　①スタッフの負担

　　　　　　　②収入の減少（４億３千万）

　　・今回の件での効果…地域・職種間での連携体制が取れた。マニュアルの整備が出来た。

３．仙台方式～仙台市医師会の取り組みについて～

永井幸夫（永井小児科医院　院長）

（取り組みの経緯）

　　　　・仙台市と東北大学と医師会の連携…2003年のサーズ対策より開始する。

　　　　　　→医師会内に感染対策委員会を設置する。

　　　　・2004.4月～市医師会と市が正式に協議を開始する。

（医師会から市への要望）

　　　　　　　①最新情報の提供…流行状況や薬の在庫など

　　　　　　　②医療従事者へ予防用のタミフルの供給

　　　　　　　③重症患者のペッド確保

　　　　・2009.1月　メディカルアクションプログラム策定

　　　　　　　 4月　メディカルネットワーク会議開催

　　　　　　　 5月　メディカルアクションプログラム正式策定

　　　　・医療フロー図

　　　　　　→発熱外来は設置せず、市内の診療所が連携体制をとり、輪番制で初期の患者を診る体制とした。

　　　・パンデミック時の危機管理…地域医療をどうするか？

（ポイント）　“リーダーシップ”　“広報”　“メディアの活用”

　　　・なぜ発熱外来を設置しなかったか？

　　　　　①H1N1は軽症。

　　　　　②最新かつ正しい情報の把握と分析

　　　　　③発熱外来では十分な対応が出来ず、すぐに破たんする。

　　　　　④パンデミックになったら自分たちが診るしかないという思い。

　　　　　↓

　　　　診療所で対応していくためには会員の理解が不可欠

そのために…

　　　　　　①医師会理事会でのコンセンサス

　　　　　　②医師・スタッフの安全確保

　　　　　　③最新の情報提供と共有…ニュースの発行をする。

　　　　　　④診療体制の説明

　　　　　　⑤会員の疑問・質問に速やかに答える体制

　　　　　　⑥国・メディアの過剰な反応に乗らない、むしろメディアを利用するようにしていく。

　　　・5/11 軽症のインフルエンザ診療協力医療機関を募る

　　　　　→730医療機関中の232施設が応じ、市からの支援物資供給開始（タミフル、N95）

　　　・5/21緊急新型インフルエンザ研修会→この時点で協力診療所が308施設に増える。

　　　　　…職員の健康管理について

　　　　　　①予防対策教育　　②健康管理　　③妊婦の外来は対応できない…？

　　　　　↓

スペイン風邪の時代とは現在は違う

　…生活の質、情報の共有、検査の性能、くすりなど

　　　

　　　・国の発熱外来構想は間違っていると認識する。

　　　　　→発熱者がすべて新型ではない。外来だけ別にしても感染拡大は防止できない。

　　　・パンデミックへの作戦計画

　　　　①正しい情報

　　　　②行政との連携

　　　　③会員に常に情報提供・共有

　　　　　→情報源：仙台市　東北大学感染管理室、メディア…迅速な対応が可能

　　　　④冷静かつ的確な対応を周知

　　　　⑤マスコミの取材に出来るだけ応じる。

　　　　↓

パンデミックになった場合、広域な流行が一気にはじまり、受診者が急増する。

　　　…心構えとして過剰に不安視せず、楽観もしない（冷静な対応）

〔市民への啓発　→　メディアへの説明　→　パニックにならない〕

（今後の課題）

1 重症対応…ベッド確保とコントロール、レスピレーターの確保

2 休日・時間外の対応…患者急増時の対応、機能の維持をどう図っていくか？

４．追加講演…重症化阻止への試み

　　・重症化…肺炎、多臓器不全、腎不全

　　　　↓

肺炎～細菌が認められないものと認められるものとがある。

　　→サイトカインストーム…活性酵素による阻害

（ポイント）…炎症性物質をいかにコントロールするか？

1 ワクチン接種（インフルエンザ、肺炎）

2 抗インフルエンザ薬の早期投与

3 細菌性肺炎の治療

4 炎症抑制（ステロイド投与…脳症・ショック時、マクロライドの可能性…肺炎死亡の減少）

【考察】

このシンポジウムにおいては、新型インフルエンザの国レベルでの水際対策をはじめとして、実際の診療にあたった医療機関の取り組み報告や仙台方式といわれる医師会が中心となり行政・教育機関との連携の中で、地域で対策・対応体制を構築している取り組み報告がされていた。確かに新形インフルエンザは、これまで人類が経験したことのない新たな感染症であるが、必要以上に恐れる必要はないし、パニックになることなく冷静に、正確な情報を把握し、それをみんなで共有していくことが初期の対応としてとても重要であることを訴えかけていたように私自身は感じた。このことは、現在当法人においても、出来るだけ新型インフルエンザに対しての情報は末端のスタッフまで行き渡り、適切で冷静な対応をしてもらうよう努めてはいる。今後においても、今以上の感染拡大が予測されるし、現場スタッフをはじめとして患者・家族の不安なども大きなものになってくることが容易に考えられることから、職員をはじめとして患者・家族に対しても対処方法などについての指導・説明の機会を設けて行っていく必要があると感じた。
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